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The paper examines both US and Japan's economic relationship with ASEAN in the post-

Vietnam era. The main focus is whether the historical concept of the  diviSional framework of 

US's responsibility for military stability and Japan's responsibility for economic development in 

the region is no more valid, or not. On a basis of the statistical analysis, it concludes that US has 

increased her economic interests in ASEAN region in terms of trade, investment and economic 

aid, even after the US military withdrawal from South Vietnam in 1975 and gradual deteriora-

tion of her military power in the Southeast Asian region afterwards.
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本稿はASEAN(東 南 アジア諸国連合)

五 ケ国一 タイ,マ レー シア,シ ンガポール,

イ ン ドネ シア,フ ィリピンー と日本並 び に米

国 との経 済関係 を考察 した もので ある.研 究

の主眼は,1975年4月 に南ベ トナ ムの首都サ

イゴンが陥落 し,南 ベ トナムが共産ベ トナ ム

に統合 され る以前 と以後(ポ ス ト ・ベ トナ ム)

でASEAN地 域 での米国 の経済権益 が どう

変化 したかの分析 にある.と い うのは,米 国

がベ トナム戦争 に敗退 し,い わゆ る ミベ トナ

ム ・ショック翁 ア ジア離 れ≧現 象 を起 こした

と想定 ざれるが,果 た して米 国の軍事的撤退
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は経済的撤退 を伴ったか疑問視 される趣が強

いからである.し かしながら,こ の視点に立

って研究 されたレポー トは日米共に少ないの

が現状 といえる.

東南アジアにおける日米協力の構図が,ベ

トナム戦争終了までは,軍 事的プレゼンス

(存在)は 米国,経 済的 プレゼ ンスは日本とい

う大ざっぱな分業がなされていた.が,米 国

の軍事的プレゼンスが薄れた現在(1),経 済面

で両国が競合ないし補完 し合 う可能性が十分

あるわけである.従 つて,日 米ASEANの

経済関係の変化,特 に相互依存性に関 して探

求 し,米 国の 「アジア離れ」「アジア回帰」の

真偽 を問 うことにした.

1.ASEANの 台頭

ASEANは1967年8月 に発 足 した地域協

力機構 であ る.

設 立 に関 す る共 同宣言 には,地 域協 力によ

る,(1)経 済 発展,(2)社 会 進歩,(3)文 化 開発,

(4)技術,科 学,行 政各分野 での相 互援助,(5)

地 域 内天然 資源 の利 用強化,(6)貿 易 通信 分野

での共通問題 の研 究,等 が謳 われてい る.

ASEANの 事 務局 は ジャカル タに設置 さ

れ,機 構 は 「閣僚会議」,「常任委員会」,「常

設委 員会」 その他 か ら構 成 される.閣 僚会議

(各加 盟国の外相 によ り構 成)は 最高機関 で

あ り,毎 年1回 開催 され る.常 任委員会 は次

期 閣僚会 議主催国 の外相 を中心 に当該国駐在

の各加盟 国大使 によ り構成.常 任委員会 はA

SEANの 各 種共同事業遂行 のための特定 問

題 に関 しての専門家及 び政府 関係 者会議 で,

現 在次 の委 員会 がある.そ れ らは,「 民 間 航

空輸送」,「通信 」,厂航空輸送 ・気 象」,厂食料

・農 業」
,「 海運 」,「商工業」,「財政」,「マ ス

・メデ ィア」
,「 観 光あ 「運輸 ・通信」,「科 学

・技術」
,「 社会 文化」 で ある(注2)

1976年2月 に バ リ島で,第1回ASEAN

首 脳 会 議 が行 われ,厂ASEAN協 力 宣言」 を

採択 した.そ れ以来,政 治経済面 の域 内協 力

の推進 と域外先進 諸国 との対話 の強化 に具体

的成果 をあげてい る.1977年 は発足十周 年 に

あた り,8月 に マ レー シアの首都 クア ラル ン

プー ルで定例 の外相 ・経 済閣僚会議 のほか に,

ASEAN初 の拡大首脳 会議 が開 かれた.こ

れ には域 外国の 日本,オ ース トラ リア,ニ ュ

ー ジー ラン ド3ヶ 国 の首脳 が招待 され
,貿 易

・経済 問題 を中心 に話 し合 われた .

日本 との個 別会議 の席上,ASEAN側 は

(1)五大 共 同工 業 プロジェ ク ト(イ ン ドネシア

とマ レー シアの尿素肥料,フ ィリピ ンの過燐

酸肥料,シ ンガポー ルのデ ィーゼ ル ・エ ンジ

ン,タ イのソー ダ灰,の 各工場 プ ラ ン ト)に

対す る10億 ドルの財 政援 助(注3),(2)一 次 産品

安定化及 び4億 ドルを基金 とす る輸 出所得補

償制度の創設,(3)ASEAN産 品 の対 日輸出

拡 大等 を要望 した.

同 年3月 す でに ワシン トンで開 かれた 日米

首脳 会談(カ ー ター一福 田)で,「 日米 の対A

SEAN協 力」の声 明が出 され,日 米 が協調

してASEAN関 係 を推進 す る事 が確認 され

た.

そ して,日 本 に一歩遅 れ をとっていた米国

は9月 にマニ ラで米 ・ASEANの 第 一回公

式会談 を催 した.ASEAN側 は,(1)一 次 産

品価格 の安定 と輸出所得 の補償,(2)ASEA

N諸 国 産物 の輸 入拡大,(3)経 済 援助 と技術移

転 の拡大,(4)ア ジ ア開発銀行 の特 別基金への

拠 出,(5)米 国企 業の利益 送金 に対 す る非課税

措 置の存続等 の要望 を出 した.そ の後,米 国

の対ASEANへ の 関心は急速 に深 まり,78

年5月 にモ ンデール副大統領はASEAN諸

国 を歴 訪 した.同 年8月 には ワシ ン トンで米

・ASEAN閣 僚 会議 が開催 された .

ベ トナ ムの カ ンボ ジア侵攻 が激 しくな るに

つれて,ASEANの 政 治的連 帯性 が強化 さ

れ る新 しい傾 向 が芽 ば えた.79年7月 に日本,

オ ース トラリア,ニ ュー ジー ラン ド,EC,

米 国 代表 を加 えた拡大ASEAN外 相 会議 を

バ リ島 で開催 した.同 時 に 日本 ・ASEAN
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外相会議,米 ・ASEAN外 相 会議 も開かれ

た.こ の会議 で,エ ネルギー,貿 易,一 次産

品,食 料生産,技 術協 力,等 を重要分野 とし

て協 力関係 を強化 す る事 が確認 された.11月

にはASEANセ ミナーが米国 内四都市 で開

催 され,さ らにOPIC(海 外 民間投資公社)

ミッシ ョンが派遣 され,輸 銀総裁 がASEA

Nを 訪 問 している.

80年6月,ク アラル ンプールで カ ンボ ジア

問題 を中心テーマ に拡大ASEAN外 相 会議

(日米 豪ニュー ジー ラン ドにカナ ダが加 わる)
'並 び
に日 ・ASEAN外 相 会議 が開 かれた.

以 上 が,ASEAN台 頭 と日米両国 との関

係 の系 譜であ る.第1表 の 日米ASEAN年

表 に主要行事 を列挙 して ある.

2.経 済 ・貿易構造

ASEAN5ヶ 国の主要経済指数は第2表

の通 りである.各 国の経済構造は,都 市国家

第1表 日米ASEAN年 表

型のシンガポール,資 源大国のインドネシア,

67年8月ASEAN発 足

69年7月 「ニク ソン ・ドク トリン」発表(グ ァム島)

12月 マ レー シア,フ ィリピン国交回復

71年11月ASEANを 「平和,自 由,中 立地帯」 とす るクア ラ

ル ンプール宣言

74年1月 田中首相ASEAN訪 問

75年4月 サ イゴ ン陥落

11月ASEAN域 内関税 で合意

76年2月 第1回ASEAN首 脳会議 「ASEAN協 力」 宣言

(バ リ島)

77年3月 日米首脳 会談で対ASEAN協 力の 声明

8月 第2回ASEAN首 脳 会議,ASEAN拡 大首脳会議

福 田首相ASEAN訪 問

9月 米 ・ASEAN会 議(マ ニラ)

78年5月 モ ンデー ル米副大統領ASEAN訪 問

6月 日 ・ASEAN会 議(パ タヤ)

8月 米 ・ASEAN閣 僚会 議(ワ シ ン トン)

79年1月 プノ ンペ ン陥落

ASEAN外 相 臨時会 議厂ベ トナ ム軍 の即時撤退 」

要求

7月 拡大ASEAN外 相会議(バ リ島)

12月 日 ・ASEAN経 済閣僚 会議(東 京)

80年6月 拡大ASEAN外 相会議(バ リ島)

日米 豪ニュ ージー ラン ドに カナダが加 わる

81年1月 鈴木首相ASEAN訪 問

農 業国の タイといった よ うに,民 族,宗 教,

言語 な どの社会文化構 造の相 違 と同様,国 別

に大 きな相 違性 が見 られ るのが特徴 で ある.

また,ASEANに は マ レー シア,シ ンガポ

ールのよ うな高経 済成長国 と
,タ イ,フ ィリ

ピンめよ うな景気停滞 国 といった分極化 も見

られる.日 本 と対比 す ると,ASEAN全 体

の人 口は日本 の2倍 を超 えるが,国 民総生産

は日本 の2割 弱 にす ぎず,経 済規模 では潜在

的 な大市場の域 を脱 していない.

日本の全輸出 に占める東南 アジアの シェア

は最近5年 間平均で約23%で あ り,金 額 に し

て261億 ドル(79年)に 達 す る(231億 ドル,78

年).主 な輸出品 は機械(53%),金 属(18%),

化 学(11%)と 重 化学工 業品であ る.一 方,全

輸 入 に占め るシェアは約22%,金 額 に して,

261億6,700万 ドルであ り,79年 は6,700万 ド

ルの 日本側入超 を記録 した(78年 は58億 ドル

の出超).日 本 の東南 アジア貿易 に占め るA

SEANの 比 重は,日 本の輸出の37%,輸 入

の57%を 占め,極 めて大 きい.日 本 ・ASE

AN貿 易構 造は,資 源輸入の多 い日本の入超

かつ 「垂 真分業」 型で,日 本の輸出87億 ドル

の うち75億 ドルが重化 学工業品で 占め られて

い る.輸 入99億 ドルの内訳は,エ ネルギー資

源51億 ドル,原 材料29億 ドル,食 料10億 ドル,

製 造業 品9.D億 ドルとなっている.各 国別 の輸

出入比較 は第3表 にま とめたが,イ ン ドネシ

アとの大型入超(石 油 が主)が 特 に目立つ.

注 目すべ きは,日 本 にとってASEAN5

ヶ国 との貿易額 はEC9ヶ 国 との よ りも大 き

い事で ある.ま た,ASEAN域 内 の貿易相

互依存性 ・補完性 が予想以上 に低 く,域 内輸
　

出の比重は14.4%,輸 入 が13%を 占 めるにす

ぎない(77年).

一 方
,米 ・ASEAN貿 易 は14年 間 に9.1

倍 も増加 した.米 国がベ トナ ムから撤退 した

75年 か らも4年 間(75～78年)に1。6倍 に増加

し,イ ンフ レを考慮 して も,増 加 傾向 にある

事 が わか る.た だ し,米 国の一 方的 な入超 が
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第2表 主要経済指標1979年 単位100万 ドル

実質経済

成 長 率
消費者物
価上昇率

輸 出 額 輸 入 額 国際収支
外 貨

準 備 高

1人当たり

国民所得
(ドル)

人 口

(万人)注1

国民総生

産 注1

日 本 6 3.6 102,876 110,575 016,662 206,390 7,153 11,405 836,160

米 国 2.3 13.3 181,802 218,927 △317 199,560 8,612 22,010 1,896,550
注2

タ イ 6.7 9.9 5,260 7,500 △388 一1,843 490 4,435 21,790
A 注1

S
マ レ ー シ ァ 8.1 5.0 11,863 7,sso 817 3,915 1,455 1,330 14,540

E イ ンドネシア 6.5 22.0 15,578 7,225 3,800 4,062 360 13,600 48,820

A ブ イ リ ピ ン 5.8 16.5 4,528 6,603 △570 2,250
注1

508 4,564 23,250
N
シ ン ガ ポ ー ル 9.3 4.0 14,233 17,636 524 5,819 3,708 236 7,690

(注1)78年 度(注2)経 常収支べ一ス(出 所)各 国政府統計

第3表 日本のASEAN・ 米国別輸出入比較
(単位100万 ドル)

1970 1979

輸 出 輸 入 バ ラ ンス 輸 出 輸 入 バ ラ ンス
■

タ イ 449.2 189.6 259.6 1,713.7 1,169.4 544.3

マ レ ー シ ァ 166.5 418.9 △252.4 1,507.0 3,257.0 X1,750.0

シ ンガ ポ ー 丿レ 423.0 86.5 336.5 2,679.1 1,473.4 1,205.7

ブ イ リ ピ ン 453.7 533.5 △79.8 1,622.0 1,582.8 39.2

イン ドネシア 315.8 636.6 D320.8 2,123.8 $,794.0 D6,670.2

ア メ リ カ 5,939.8 5,559.6 380.2 26,402.5 20,430.8 5,971.7

(出所)「海外市場白書」1980日 本貿易振興会

第4表 米国の日本 ・ASEAN諸 国との輸出入推移
単位100万 ドル

1965 1970 1973 1974 1975 1976 1977 1978

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

日 本 2,080 2,414 4,652 5,875 8,313 9,676 10,679 12,456 9,563 11,425 10,145 15,504 10,529 18,550 :: 24,458

タ イ ion 41 150 100 256 141 369 186 357 zip 347 276 510 346 629 439
マ レ ー シ ァ 91 ziz 67 zoo 157 440 377 775 393 772 536 940 561 1,318 728 1,519

シンガポール X X 240 81 684 467 988 553 994 534 965 695 1,172 883 1,462 1,103

ブ イ リ ピ ン 349 369 373 472 495 670 747 1,091 832 756 818 883 876 1,110 1,040 1,207

イ ン ドネ シア 42 165 266 isz 442 505 531 1,693 810 2,2az 1,035 3,004 763 3,475 751 3,607

ASEAN合 計 589 787 1,096 1,105 2,034 2,223 3,012 4,298 3,386 4,501 3,701 5.,798 3,882 7,132 4,610 7,875

出所:米 商務省

が続 いてい ることも見逃 せ ない(第4表 参 照

の こと).

日本 の輸 出入 先 を石油 を除 いて計算 してみ

ると,全 輸入 中66年 は 米国 が31.2%,ASE

ANが9.4%を 占めた が10年 後 の78年 に は米

国 が26.5%に 減 り,逆 にASEANは2%増

えて11.4%に 上 昇 した.輸 出先 の方 も,米 国

の シェアは31.5%か ら25.5%に 減 少 し,AS

EANも9.5%か ら8.9%と 微 少 なが ら減 って

い る.い ず れに して も,米 国 とASEAN合

計 で全世界 の3分 の1以 上 を占め る.

ASEAN5ヶ 国 を国別 に経済 ・貿易構 造

をみてみ よ う.タ イは農 業国で あ り,79年 の

干 ばっの被害や石油価格 の高騰で,貿 易収 支

の悪化,イ ンフ レの増進,経 済成長 の鈍化 と

い う厳 しい経済環境 に直面 して いる.輸 出産

品は,米,タ ピオカ,砂 糖,メ イズ,ゴ ムの

一次産 品が圧 倒的 に強 い
.輸 出先 は1位 日本,

2位 オ ランダ,3位 米 国 の順位 で,3年 間 順

不同 であ る.輸 入先 は,1位 日本,2位 米 国
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で,上 位2ヶ 国だ けで,全 体 の45%の シ ェア

を占め る(78年).ち なみ に,対 米輸出 は75年

の3倍 にのぼ る6億5,000万 ドル.対 米輸入 は

2倍 の10億 ドルに達す る(79年).

マ レー シアは政府の積極 的 な財政政策,投

資優遇 策が功 を奏 して,民 間部 門の経済活動

が活発 で ある.過 去4年 間の年平均実質経済

成 長率は8%を 超 え,イ ンフ レ率 は5%と 物

価 も比較 的安定 して いる.輸 出は好調で,石

油,す ず,ゴ ム,木 材,パ ー ム油 が国際市況

め高騰 を反映 して増加傾向 にある.輸 出先 は

日本,米 国,EC,ASEAN合 計 で全輸出

の78%を 占め る.

ASEANの 盟 主 と呼ば れる資源大国 イ ン

ドネシアは ル ピー切 下 げ後 の79年 か ら第 三

次5ヶ 年計画 が実施 されてい る.目 標 には,

① 非石油品 目の輸出振興,② 雇用創 出のため

の地域 産業,中 小企業の育成,③ 食料 自給,

な どがあげ られる.開 発支 出の優先分野 は,

地 方開発,教 育,農 業 かんがい,交 通 ・通信

・観光 ,労 働 ・移住,国 防 ・治安 の六分野 で

ある.日 本の対 イ ン ドネ シア貿 易は輸 出入 と

もに1位 で あ り,輸 出 シェアが46.1%,輸 入

シェアが29.1%(79年)と い う実績 を持 つ.

シ ンガポールはASEANの 優 等生 として

高成長 を続 けてい る.実 質経済成長率,物 価

上昇率,1人 当 た り国民所得,外 貨準備 にお

いてASEAN5ヶ 国 中ベス トの経済状態 と

いえる.最 近 は特 にホ ンコンと並 ぶア ジアの

淦 融セ ンタへ として ビジネス活動 の中心

をな してい る.貿 易相手 国の1位 は隣国のマ

レーシアで,製 造 業品輸 出先の米 国は2位,

日本 は3位(輸 入 では1位)に ランクされ る.

フ ィリピンは農 業 と製 造業共 に不振 で成長

が鈍化 し,ま た,IT%の イ ンフレに見舞 われ

て,国 民生活 を圧迫 して いる.当 面の経 済政

策 は三重苦 の解消 と して,イ ンフレ抑制,国

際収支 の赤字縮 少,6%成 長 の達成 に置 かれ

てい る.米 ・フィリピン貿易 は全体 の25.9%

を 占め,2位 の 日 ・フ ィリピ ンが24.2%と 日

米2ヶ 国だけで全貿易量の半分 に達する(78

年)'.日 本 からの輸入の97%が 鉄鋼,一 般機

械 を中心 とする資本財で占め られる.

3.投 資 ・援助構造

第5表ASEAN諸 国 での外国直接投資残高

に占める日米(パ ーセント)

77年 末

日 本 米 国

ブ イ リ ピ ン

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

シ ン ガ ポ ー ル

、

マ レ ー ン ア

25.3

39.0

34.7

15.3

23.4

33.1

19.2

15.6

33.0

18.7

(出所)日 本 貿易振興会 「海外市場白書」78年

日米 両国のASEANで の 全直接投資残高

に占め る比率は,フ ィリピン,シ ンガポール

で米 国 が トップで,ま ・たイ ン ドネシア,タ イ,

マ レー シアで 日本 が トップの座 に位置 す る.

(第5表 一ASEAN諸 国 での外 国直接投 資

残 高 に占める日米一 を参 照の事).特 に,日 米

2ヶ 国(合 計)は,イ ン ドネ シア,フ ィリピ

ン,タ イ3ヶ 国 でそれぞれ6割 の シェア を占

め,圧 倒 的 な地位 を保 ってい る.第6表 の よ

うに,日 系企業 のASEAN進 出 は,イ ン ド

ネシアの アサハ ン ・アル ミ ・プロ ジェク トや

シンガポールの石油化学 コ ンビナー ト ・プロ

ジェク トな どの大規模投 資 も存在 す るが,概

して繊 維,電 機 を中心 とした比較的労働集約

的 な中小規模 のケースが多い.最 近 では,シ

ンガポールで 日系企業 ラ ッシュが見 られ るが

いず れはマ レーシアが有望投 資市場 になるも

の と予測 される.米 国のASEAN投 資 は,

イ ン ドネシアのカルテ ックスな どの石 油産 業

や シ ンガポールのチェース ・マ ンハ ッタン銀

行 な どの金融業 を中心 とした比較 的大企業が

多いのが特徴 であ る.米 政府 の対ASEAN

輸 出振興対策 の一例 として,79年10月 米 商務

省 は米企業 に シンガポール進 出 を奨励 した し,

両 国(地 域)の 商業会議 所が運営 す るUS-

ASEANBUSINESS,・COUNC
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第'6日 系企業のASEAN売 上げ上位13社 単位:千 ドル

現 地 企 業 名

r

国 名
日 本 側

出 資 企 業 名

日本 側

出資比率

1978年

売上 高
業 種

1 ,Luckytex タ イ 東 レ 49 99,300 紡 績

2 ThaiHinolndustry タ イ 日野,物 産 70 88,279 トラ ック

3 JurongShipyard シ ンガ ポ ー ル 石 川 島 12.7 74,074 造船修理

4 Penfabric;! マ レ ー シ ァ 東 レ 50 65,600 ポ リエ ステル

5 TeijinPolyester タ イ 帝 人 44.8 64,672 ポ リエ ステル

6 SanteroTrading ブ イ リ ピ ン 大同酸素,他 40 60,000 水 産 物

7 ThaiCentralChemical タ イ セ ン トラル硝子,他 24 53,900 化成肥料

8 SouthernIslandsOilMill ブ イ リ ピ ン 不二製油,他 40 48,529 ヤ シ搾油

9 FilipinasSyntheticFiber ブ イ リ ピ ン 帝人,他 39 42,452 ポ リエ ステル

10 TeijinIndonesia .Fiber イ ン ドネ シ ア 帝人,他 100 39,342 ポ リエ ステル

11 Penfibre マ レ ー シ ァ 東 レ 78.6 37,000 ポ リエ ステル

12 PalmOilProducts マ レ ー シ ァ 不二製油,他
ρ

33 31,233 パ ーム油

13 IndonesiaToraySynthetics イ ン ドネ シ ア 東 レ,他 99.6 25,000 ポ リエ ステル

(出所)「海外進出企業総覧」東洋経済1980

第7表 日本の対ASEAN経 済協力1979年 単位:100万 ドル

政 府 開 発 援 助 民 間 資 金 △ 1960-1979

贈 与 貸 付 その他政府資金 総 口 計
累 計

ブ イ リ ピ ン 31.91 57.25 242.42 331.58 2,475.96

タ イ 42.99 136.87 158.90 338.76 1,143.92

イ ン ド ネ シ ア 43.59 183.31 83.46 143.44 5,218.98

マ レ ー シ ァ 10.04 64.58 134.56 209.18 1,102.34

シ ン ガ ポ ー ル 5.49 03.97 284.31 285.83 920.78

合 計 134.02 438.04 903.65 1,308.79 10,861.98

ASEAN/世 界比 24% 32% 47 20.4% 24.5%

(注)△ 印は回収超過を示す
(出所)「わが外交の近況」外務省編 昭和55年版

第8表 米国政府の対ASEAN援 助 の推移 単位:100万 ドル

戦後一71 72 73 74 75 76
■

77 合 計

マ レ ー シ ァ 83 15 一5 19 3 15 24 153

フ ィ リ ピ ン 1,366 70 71 43 77 109 151
...

シ ンガ ポ ー 丿レ 2 1 34 26 15 16 一3 90

タ イ 574 19 21 19 11 7 72 723

イ ン ドネ シア 1,363 159 160 125 165 333 163 2,468

(1)ASEAN合 計 3,388 369 260 232 271 480 407 5,322

(2)全 世 界 138,082 7,971 6,431 6,785 8,017 6,828 5,853 179,967

(1)/(2) 2.5 4.6 4 3.4 3.4 7 7 3

(出 所)米 商 務 省,「InternationalFinance」NationalAdvisoryCouncilAnnualReport1978.

IL(米 ア セア ン ・ビジネス協議 会)の 強化 も

計 られて いる."

:日系 企 業、のASEAN諸 国 へ の直接投資許

可件数 と金 額(1951～78年 累 計)は,イ ン ド

ネ シア が812件,37億3,900万 ドル(世 界全体

に 占め る割 合 は13.9%),フ ィ リピ ン457件,

4億3,400万 ドル(1.6%),マ ンー シア518件,

4億7,300万 ドル(1.8%),シ ンガポール758件

5億4,400万 ドル(2%),タ イ609件,3億300万

ドル(1.2%)と 累 計的 にはイ ン ドネ シアへの

投資 が群 を抜 いて いる.注4

経 済援助 に関 しては,ASEANに 対 す る
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優先順位 の点 で,日 本 が米国 を引 き離 してい

る.第7表,第8表 は それぞれ日米 の経済協

力 を表 にまとめた もので ある.す なわ ち,日

本 の経済協 力の4分 の1がASEANに 振 り

分 け られ るに対 して,米 国政府の国 ・地域別

援助 では,ASEANは3～7%に と どまっ

てい る.し か し,貿 易,投 資 と同様援助 にお

いて も,ベ トナ ム戦争敗北後,ASEAN諸

国へ の経 済援助 が,金 額 に して5割 増,対 全

世 界比 に して2倍 増 に増大傾向 にあ る事 は立

証 されて いる.

4.相 互依存構造

日米ASEANと い う トライア ングル(三

極)構 造 においては,南 北 問題 の グローバ リ

ズムとASEANの リー ジョナ リズ ム(地 域

主義)と の調整 が重要 な課題 とな る.ま た,

地 域内 での 日米両 国の影響 力が過 度 に増長 さ

れると,経 済摩擦 が再燃 す る危 険性 がある.

通 産省調べ では,1974～76年 に おける日系企

業 と受入国 との摩擦で,ア ジアが39件(途 上

国全体の73%)と 圧 倒的 に多い とい う結 果が

出 ている.国 別 ではタイが一番 多 くて13件,

イ ン ドネシアが8件,マ レー シア とフ ィ リピ

ンが各4件 と,ASEANの ケ ースが極 端 に

多い.対 日批判 をま とめ ると,

1.輸 出拡 大第一主義批判

1.エ コ ノ ミック ・アニマ ル論

1.新 経 済帝国主義批判

1.公 害輸 出阻止論

1.利 益 の現地還元過小論

1.華 僑 との提携への批判

1.現 地 人の粗雑使用

1.進 出 企業同志 の過 当競争

1.科 学 技術,経 営技術 の移転 に不熱心

など,現 地側 の指摘点 がバ ラエテ ィに富 んで

いる.

さて,ASEANは 日本 のエ ネルギー消費

の80%を 通 過(中 東か らの輸 送 ルー ト)な い

し生産 とい う形 で供給 す る資源確保 の重要地

域 で ある.つ ま り,こ の地域 の政治安定性 は

日本 の安全保障 に大 きく響 く.ま た,前 述 し

た通 り,対ASEAN貿 易 は対EC貿 易 よ り

も大 きく,貿 易 に関す る限 り,日 ・ASEA

N関 係 ははるかに緊密化 してい るのが現状 で

ある.米 国 に とって も,貿 易量 の1位 はつい

にヨー ロ ッパ か らア ジア太平洋地域 に移 り,

「太平洋国家」へ の経済的基盤 が固 ま りつつ

ある.こ の地域 が今後20年 間 に世 界で最 もダ

イナ ミックな経済発展 を成 し遂 げ る予測 は多

くの経済学者 か ら指摘 されてい る通 りで ある.

注5さ らに,ASEANの 動 向が アジア太平 洋経

済圏構想 の要 であ る事 は言 うに及ぼ ない.A

SEANは 米 国,ソ 連,中 国 に次 ぐ四番 目の

エ ネルギー埋蔵地域 ともいわれ,今 後 ます ま

す同地域へ の関心 は深 まるもの と思 われる.

日本 のエ ネルギー資源,原 材料 ・食糧輸入

に占め るASEAN・ 米 国の比重 は大 きくな

ってい る.第9表 は日本のASEAN,米 国

か らの資源集 中度 を品 目別 にま とめた もので

ある.錫 地 金,合 金 は98.5%(マ レー シア,

イ ン ドネシア,タ イ),大 豆91.9%(米 国),

と うもろこ し91.2%(米 国,タ イ),木 材73.5

%(米 国,マ レー シア,イ ン ドネシア),と 集

中度 が高 く,さ らに小 麦(米 国),綿 花(米 国),

液 化 ガス(イ ンドネ シア),石 炭(米 国)等 は

両国(地 域)が 主要供給源 となってい る.

第9表 日本の資源輸入状況(輸 入集中度)
(パーセント)

石 炭 ア メ リカ28。8

石 油 イン ドネシア14.6

液 化 ガ ス イン ドネシア29.4

銅 鉱 石 フ ィ リピ ン28.3

錫 地 金 ・合 金 マ レー シア57.9
イン ドネシア20.9

{タ イ19.7
ボ ー キ サ イ ト イン ドネシア18.5

アルミニウム地金 ア メ リカ15.4

ニ ッケ ル鉱 石 イン ドネシア27.5 フ ィ リピ ン16.0

木 材 ア メ リカ31。2 {
マ レー シ ア21.4

イン ドネシア20.9

地 金 ・合 金 ア メ リ カ21.2

綿 花 ア メ リ カ40.2

大 豆 ア メ リ カ91.9

と う も ろ こ し ア メ リ カ85.8 タ イ4.4

小 麦 ア メ リ カ56.2

(出所)通 商白書55年 度版
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日米ASEANの 相 互依存 関係 を分析す る

方法 と して 「水平 分業度指数」 と 「相 互依存

度係 数」 が用 い られる.前 者 は同種商品貿 易

の輸 出 と輸入 がゼ ロの場合,指 数 が100,逆 に

輸 出 または輸入 がゼ ロの時 、指 数 をゼ ロ とし

て計算 し,全 品 目の平均値 を算出す る方法 で

ある.こ れ によると,日 本 一ASEANは70

年5.9,78年12.1と 低 く,典 型的 な垂直分業型

を示 し,日 米 間は70年30.1,78年36.2と 水 平

分業型で あ り,9年 間 に水平 分業化 が 日米A

SEAN間 で進 んで いる事 が判明で きる.

後 者の相互依存 度係数 は(注7)変 化 幅(70～

78年)が,日 本 一ASEAN43,日 本 一北米

(カ ナ ダを含 む)68,北 米 一ASEAN62,

ASEAN域 内36,と 算 出 され る.結 局,こ

の数字 か ら,北 米 の対 日本,対ASEANと

の相 互依存 が9年 間 に深 まって いる.ま た,

相 互依存度係数 変化率(注8)(70～78年)も,

日本一ASEANI.15,日 本 一北米1.36,北

米 一ASEAN2.46,ASEAN域 内1.09,

と北 米一ASEANの 相 互依存関係 が大 きく

伸 びてい る事 がわかる.

本 論文 の結 論 を述べ れば,ASEANに と

って,経 済面 で歴史的経緯 か らして米 国 より

も日本 が重要 とみ なせ るが,米 国の ミア ジア

離れ≒ は こと経 済面 で見 る限 り観察 出来 ず,

相 互依存 は さらに深 くなって いる.「 貿 易」,

「直接投 資」
,「経 済援 助」の三分野 でその事 は

立証 された訳 で ある.

経 済面 に加 えてイ ン ドシナ紛争 に対 す る軍

事戦略面 で も,南 北 問題 の南側 発展途上 国の

穏健派 グルー プと しての政 治面で も,ASE

ANの 役 割 は少 な くない.日 米経済摩擦 で,

日米 の競合性 が主張 され る最中,環 太平洋経

済圏建設 を目指 す わが国は米 ・ASEAN経

済 関係 の変化 を十分理解 す る必要 があろ う.

査 開発部編 国際開発 ジャーナル社

(注3):79年11月 に開 かれた 日 ・ASEAN経 済閣僚 会議

で,五 大工業 プロ ジェク トの推進 にあたって,(1)

追加的金融措置,(2)資 金供 与 を終 えたイ ン ドネ シ

アの尿素プ ロジェク トと金利面 などで同一条件,

な どの要望がASEAN側 から出 された.

(注4):出 所 は 「海外進 出企業総覧1980」 東洋経済.

(注5):上 院外交関係委 員会 「AnAsian-PacificRegional

EconomicOrganization:AnExploratoryConcept

Papery1979

(注 ・)・相 互依存度係数 一2(XAB-f-XBAGAS-GB),た だ し,

XAB:A国 のB国 向け輸 出額

XBA:B国 のA国 向 け輸 出額

GA:A国 の国民総生産

GB:B国 の国民総生産

(注7):相 互依存度係数 変化幅e(78年 の相 互依存度係数

一70年 の相 互依存度係数)×100

(注8):相 互依存度係 数変化率=78年 の相 互依存度係数/

70年 の相 互依存度係数.

(1980年9月27日 受付)

(注1):現 在東南ア ジアにおける米軍基地 はフ ィリピ ンの

み に設置 され ている.

(注2):「 海外経済協 力便 覧」1979年 海外経済協 力基金調

..


